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直系尊属から教育資金の 

一括贈与を受けた場合の 

贈与税の非課税措置の見直し 

 

 

はじめに 

直系尊属から教育資金の贈与を受けた場合

の贈与税の非課税措置では、祖父母（贈与

者）が、金融機関等に子又は孫（受贈者）  

名義の口座等を開設し、教育資金を一括して

贈与した場合には、その教育資金搬出につ

いて子又は孫ごとに 1,500 万円(学校以外の

者に対して支払われるものは500 万円)を限度

として贈与税が非課税とされ、子又は孫が  

30 歳に達する日に口座等は終了し、口座等

に使い残しがあれば贈与税が課税されます。 

しかし、23 歳未満の孫等が受贈者である  

場合には、①贈与者死亡時の残高が相続財

産に加算しないこと、②相続税額の２割加算

が適用されないこと等が節税的な利用につな

がっているとの会計検査院からの指摘がされ

ていました。 

そこで、令和３年度税制改正では、格差の固

定化の防止等の観点から、世代飛ばしを利用

した相続対策が規制されます。 

本稿では、改正後の制度の概要とその実務

上の留意点について解説することとします。 

 

Ⅰ 贈与者死亡時の残高に対する取扱い 

 贈与等があった日から教育資金管理契約の

終了の日までの間に贈与者が死亡した場合

（その死亡の日において、①受贈者が23歳未

満である場合、②受贈者が学校等に在学中

の場合、③受贈者が教育訓練給付金の支給

対象となる教育訓練を受講している場合、の

いずれかに該当する場合を除きます。）には、

その死亡の日までの年数にかかわらず、同日におけ

る管理残額を、受贈者がその贈与者から相続等に 

より取得したものとみなされます（措法 70 の２の２⑫

二）。 

なお、「管理残額」とは、非課税搬出額から教育資金

支出額を控除した残額とされます。 

 

Ⅱ 受贈者である孫等に対する相続税額の２割加算

の適用 

贈与者から相続等により取得したものとみなされる

管理残額について、贈与者の子以外の直系卑属に

相続税が課される場合には、その管理残額に対応 

する相続税額が「相続税額の２割加算（相法 18①）」

の対象とされます。 

 

Ⅲ 教育資金の範囲の拡充 

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

の適用の対象となる教育資金の範囲に、１日当たり 

５人以下の乳幼児を保育する認可外保育施設のうち、

都道府県知事等から一定の基準を満たす旨の証明

書の交付を受けたものに支払われる保育料等が追加

されます。 

 

Ⅳ 申告書等の提出方法の見直し 

①教育資金非課税申告書、②追加教育資金非課

税申告書、③教育資金非課税取消申告書、④教育

資金非課税廃止申告書、⑤教育資金管理契約に関

する異動申告書の書面による提出に代えて、取扱金

融機関の営業所等に対して、これら申告書等に記載

すべき事項等を電磁的方法により提供することができ

ることとされます（措法 70 の２の２⑦⑧）。 

 

Ⅴ  適用期限の延長 

前述したⅠからⅣまでの見直しが行われた上、その

適用期限が令和５年 12 月 31 日（改正前：令和３年 

12 月 31 日）まで２年延長されます（措法 70 の２の２

①）。 
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Ⅵ  適用関係 

前述したⅠ及びⅡの改正は、令和３年４月 

1 日以後の贈与等により取得する金銭等につ

いて適用されます。ただし、同日前に贈与等

により取得した金銭等については、なお従前

の例によります（令和３年改正法附則１）。 

前述したⅢの改正は、令和３年４月１日以後

に支払われる教育資金について適用されま

す（令和３年改正法附則１）。 

前述したⅣの改正は、令和３年４月１日以後

に取扱金融機関の営業所等に対して行う電

磁的方法による申告書等に記載すべきの提

供について適用されます（令和３年改正法附

則 75②）。 

 

おわりに 

令和３年度税制改正大綱の「資産移転の時

期の選択に中立的な相続税・贈与税に向け

た検討」では「わが国の贈与税は、相続税の

累進回避を防止する観点から、高い税率が設

定されており、生前贈与に対し抑制的に働い

ている面がある。一方で、現在の税率構造で

は、富裕層による財産の分割贈与を通じた負

担回避を防止するには限界がある。 

～ （中略） ～ 今後、こうした諸外国の制

度を参考にしつつ、相続税と贈与税をより  

一体的に捉えて課税する観点から、現行の 

相続時精算課税制度と暦年課税制度のあり

方を見直すなど、格差の固定化の防止等に

留意しつつ、資産移転の時期の選択に中立

的な税制の構築に向けて、本格的な検討を

進める。」と記載されています。 

そこで、相続税納税対策アドバイスを行なう

場合には、来年度以降の税制改正には注視

すべきでしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


